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令和２年度補正予算における私立大学等の授業料減免予算について 
 
 
 

平素は高等教育行政に格別の御高配を賜り、誠にありがとうございます。 

令和２年４月２０日付で閣議決定された「新型コロナウイルス感染緊急経済対

策」を受けて、補正予算に「家計が急変した家庭の学生に対する支援」を計上し、

本予算が令和２年４月３０日付で成立しました。 

 本予算については、新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、家計が急変し

た世帯の学生の修学機会を確保するために、各大学が独自に行う授業料減免のう

ち、家計急変を事由とするものを実施するための経費を支援するものです。取扱い

については別添のとおりといたしますので、各私立大学等に置かれては柔軟に対応

いただき、意欲のある学生が、経済的理由により修学を断念することがないよう、

より一層のご配慮をお願いいたします。授業料減免の実施にあたっては、各大学に

おいて関係部局間で協力しつつ、本事務連絡の趣旨を踏まえた適切な対応をお願い

します。 

なお、各大学への配分については、別途日本私立学校振興・共済事業団による所要

額の調査を踏まえ、調整の上、配分額を決定することとしております。 
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文部科学省 高等教育局私学部 
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電話：03-5253-4111（代表）（内線 2028） 
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【別添】

令和２年度補正予算における私立大学等の授業料減免等予算の考え方について

○ 補正予算における授業料減免等支援の考え方

・新型コロナウィルス感染症の直接的・間接的な影響で、家計が急変した世

帯の学生に対して、授業料減免等（入学料減免・施設利用料減免・利子負

担事業含む）の支援を行った私立大学等に対して支援を行う。

・高等教育の修学支援新制度（以下、「新制度」という。）の対象となる部分

については、新制度により支援を行う。

・以下の基準を全て満たす場合に、新制度の対象部分を除き、当該予算の対

象とする。

①国や地方公共団体が、新型コロナウィルス感染症の感染拡大による

収入減少があった者を支援対象として実施する公的支援の受給証明書

（対象の公的支援は緊急小口資金、厚生年金保険料・労働保険料の納

付猶予、国税地方税の納付猶予など、新制度の例に準ずる。）の提出

があること又は、事由発生後の所得（事由発生後の所得については、

事由発生後の所得を証明する書類（給与明細等）を基に合理的な方法

で算出されていればよいものとし、例えば直近一ヶ月分を１２倍する

などにより算出。）が昨年の所得と比較し１／２以下となっているこ

と。

②家計基準は今年の所得見込み（①の後段で算出）が給与所得者の場

合は８４１万円以下とすること（給与所得者以外は３５５万円以下）。

③事業に係る規程等が整備されていること。なお、規程等には経済的

に修学困難な学生の授業料等減免等に係る選考基準が明記されている

こと。

④学内において、選考委員会等が設置されていること。

※ただし、緊急かつ、やむを得ない場合は、上記③及び④の要件を規

程等に明記していない場合であっても、授業料減免事業等として決裁

等の手続きにより措置したものについては、当該要件に該当するもの

とする。

○ 補助額

・当該事業に係る所要経費の１／２以内で１０千円単位の額を増額。



○ 留意点

・本考え方は当該予算の考え方であり、各大学の実状等を踏まえた、自己財

源の活用による独自の授業料減免等を妨げるものではないため、独自の取

組については各大学の経営判断により、適切に対応いただきたい。

・本支援は、「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」に基づき実施され

るものであり、令和２年度中における授業料減免等が対象である。



新型コロナウイルスに関する各国公私立大学等への高等教育局長からの通知(抜粋) 
 

◆大学等における新型コロナウイルス感染症の拡大防止措置の実施に際して留意い

ただきたい事項等について（周知）    ２文科高第１２３号（令和２年４月１７日） 
 

５．その他留意事項について 

（１）学生（留学生を含む）への適切かつ十分な情報提供について 

 （学生の修学支援に関する情報提供） 

新型コロナウイルス感染症の影響等により，学生の学資を負担している者の状況が 

変化し，授業料，入学金，施設整備費等の学納金の納付が困難となった者等に対して

は，各大学等においてそれぞれ実施している授業料等の納付猶予，免除及び減額に関

する制度等も踏まえて，納付時期の猶予等の弾力的な取扱いや減免等のきめ細かな御

配慮をいただくようお願いしているところですが，こうしたことについて引き続き対

応いただくとともに，学生に対し，適切な情報提供をお願いします。なお、各大学等

が独自に行う授業料減免のうち家計急変を事由とするものに対する支援について、令

和２年度補正予算案に計上しています。今後、国会審議等の状況により変更の可能性

がありますが、各大学等におかれては、このことも踏まえつつ適切な対応をお願いし

ます。 

また， 高等教育の修学支援新制度及び独立行政法人日本学生支援機構の貸与型奨

学金において，新型コロナウイルス感染症の影響で家計が急変した学生については，

家計急変後の所得見込みで所得判定を行い，災害時と同様の考え方で，要件を満たす

世帯の学生を支援することや，家計急変に該当しない方についても，現在，４月の在

学採用の申込を，５月下旬まで受け付けているところです（※４月 17 日時点での締

め切り）。 

各大学等における独自の支援策を含め，こうした学生への修学支援制度について，

支援を必要とする学生や保護者に確実に情報が行き渡るよう，適切に周知をしていた

だくとともに，柔軟かつきめ細かな対応をいただくようお願いします。なお，手続き

等については，今般の新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ，柔軟化をしている

ところであり，更なる柔軟化も予定しています。これらについては，３月 26 日付事

務連絡「新型コロナウイルス感染症に係る影響を受けて家計が急変した学生等への支

援等について（周知）」や独立行政法人日本学生支援機構からの事務連絡，及び今後

発出する事務連絡もご参照ください。 

また、就職活動中の学生については，各大学等のウェブサイト等に就職活動に関す

る特設ページを開設するなど，学生が安心して修学や就職活動を続けられるように，

引き続きの十分な配慮をお願いします。 

こうした事項につき，困難な状況の学生に対し，引き続き，十分な情報提供ととも

に，きめ細かな相談への対応をお願いします。 

 
 
 
 
 
 
 

《参考》 



◆令和２年度における大学等の授業の開始等について（通知） 
元文科高第１２５９号（令和２年３月２４日） 

 

４．授業料等の学納金に係る取扱いや学生の修学支援について 

（１） 経済的に困難な学生への授業料等の納入の猶予については，令和２年３月 17 日付

通知でお願いしているところ，入学や新学期の開始に当たり，各大学等において，新

型コロナウイルス感染症の影響等により，学生の学資を負担している者の状況が変化

し，授業料，入学金，施設使用料等の学納金の納付が困難な者に対しては，各大学等

においてそれぞれ実施している授業料等の納付猶予，免除及び減額に関する制度等も

踏まえて，納付時期の猶予等の弾力的な取扱いや減免等のきめ細かな配慮をいただき

たいこと。 

 

（２） 令和２年度から開始される修学支援新制度においては，新型コロナウイルス感染症

の影響等により家計が急変した場合には，現下の状況にかんがみ，「生計維持者が震災，

火災，風水害等に被災した場合」に類するものとして取り扱い，家計急変の申込を可

能とするため，詳細について別途発出する事務連絡も参照の上，その旨を十分周知い

ただきたいこと。また，日本学生支援機構の貸与型奨学金でも，家計が急変した学生

に対し，緊急採用・応急採用を随時受け付けているため，その旨を十分周知いただき

たいこと。 

（３）日本学生支援機構の奨学金に係る手続等の期限等については，別途，日本学生支援

機構から各大学等にお知らせすること。 

 

◆経済的理由により修学困難な学生等に対する支援策の周知について（通知）            

元文科高第１０５７号（令和２年３月１７日） 
 

なお、新型コロナウイルス感染症の状況が懸念されるところですが、各大学等における保

護者・学生等への周知に当たっては、支援を必要とする保護者・学生等に情報が行き渡るよ

う、積極的な情報提供いただくようお願いいたします。また、奨学金の手続き等についても、

柔軟な対応を検討しており、状況を注視した上で、別途お知らせすることを申し添えます。 

 

３ 入学料等初年度納付金や授業料等の納付が困難な学生等に対しては、納付時期の猶予等

の弾力的な取扱いを図る等のきめ細かな配慮をお願いします。また、入学時に一時的にか

さむ費用の支出が困難な学生等に対しては、独立行政法人日本学生支援機構の入学時特別

増額貸与奨学金（有利子による一時金）や生活福祉資金貸付制度（都道府県社会福祉協議

会）等の活用について周知をお願いします。 

 

４ 家計が急変した学生等には、貸与型奨学金の緊急採用奨学金（無利子）及び応急採用奨

学金（有利子）の申込みを随時受け付けています。また、高等教育の修学支援新制度にお

いても、予期できない事由により家計が急変し、緊急に支援の必要がある場合は、申込み

を受け付ける予定としています。 

 


